
主目的 7 31 4

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

　個人情報の保護を徹底しながら統計法に基づいて調査を行い、経済活動や国民生活の

実態を明らかにし、国や地方公共団体などの政策、立案、将来予測の資料とする。

内容

（手段）

平成２５年度実施調査として、住宅・土地統計調査、工業統計調査を実施した。

【調査に係る事務等】

・指定された人数の調査員、指導員を確保。

・各調査区の調査対象件数を把握。

・各調査員の意向を考慮しつつ、担当の調査区を決定。

・調査票などの調査用品を調査員ごとに整理分類。

・調査員に対する説明会を開催。

・調査期間中は、調査対象・調査員などからの問合せなどに対応。

・回収された調査票などの調査関係書類を提出日までに審査、整理。

・総括表などの提出書類を作成し、調査関係書類を県に提出。

【25年度直接経費の内訳】

・賃金５５２千円・報償費６，７８６千円・旅費３千円・需用費１６千円・役務費４６千円。

【平成２５年度の調査概要】

・住宅・土地統計調査ー我が国における住宅に関する実態及び土地の保有状況を調査し、
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・住宅・土地統計調査ー我が国における住宅に関する実態及び土地の保有状況を調査し、

その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資

料を得ることを目的としている。

・工業統計調査ー全国の製造業をすべて調査し、従業者数、製造品出荷額等の実態を明ら

かにする。

【26年度直接経費の内訳】

・賃金２，７９７千円・報償費１３，５００千円・旅費１１９千円・需用費５８９千円・役務費８０千

円。
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住宅・土地統計調査及び工業統計調査は、高齢等のため登録調査員を辞められた

方がいましたが、調査員の紹介などで実施できる程度の調査員は確保できた。工業

統計調査は毎年の実施のため担当地区は毎回同じ調査員で決まっているが、住宅・

土地統計調査は、５年に１度の調査のため、初めての調査員も多く、高齢であるがベ

テランの調査の力を借りて調査は無事に完了できた。

H２５年度の調査員確保率の内訳　：　住宅・土地統計調査単位区設定（１００％）・工

業統計調査（８４％）
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登録調査員をホームページ等で募集しても、新規の調査員応募は少ない。またベテラ

ンの登録調査員が多く、そのほとんどが高齢者である。新たな調査員の確保と育成

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

方向性の判定

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由

維　持

維　持

登録調査員を新たに確保するため、募集チラシを作成し、定年退職後の方をターゲッ

トにするため、シルバー人材センターに募集チラシを置かせてもらいました。また現行

の登録調査員に働きかけ、子育て終わった世代に声かけていただくように依頼しまし

た。調査員の育成においては、新規登録調査員研修会をH25年実施しました。今年度

も継続して行います。
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２７年度以降

の改善案

登録調査員をホームページ等で募集するだけではなく、適宜、現行の登録調査員に

調査員を募集していることを働きかけ、紹介を受け付ける。また個人情報を取り扱うこ

とや各世帯や企業から調査の協力を得にくくなっていることから、調査員の質向上や

調査員自身の安全対策を図るため研修を充実させる。
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事業実施におけ

る課題

ンの登録調査員が多く、そのほとんどが高齢者である。新たな調査員の確保と育成

が課題である。

各法律に基づき実施が義務付けされている事務であるため。

H２５年度以降の調査については、登録調査員のみで対応することとなることから、調

査を円滑に進めるために、多くの調査員の確保と育成が必要である。

判定理由

基幹統計調査の結果は、国や地方公共団体の行政施策のほか、民間企業等でも

様々な場面で利用されており、廃止をすれば結果の利用が困難になる。

各法律に基づき実施が義務付けされている事務であり、市が主体的に縮小・廃止す

ることができない。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）
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